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防波堤本体工の前面の少し離れた場所に潜堤を設置する“潜堤付き防波堤”は，気候変動に対する既存

防波堤の改良工法として，また，藻場造成等の環境機能を併せ持つ構造形式として有効と考えられるが，

波浪制御機能について十分な知見がないのが実態である．本研究では潜堤付き防波堤を対象に，構造条件

や波条件ごとの越波流量，反射率，伝達率を明らかにすることを目的とする．機能検証は水理模型実験と

数値計算により行い，複数の構造条件に対して設計条件である波諸元から波浪制御機能を推定するための

知見を整理した．また，潜堤付き防波堤の越波流量は波高が比較的小さい場合は“消波工付き護岸”と同

等程度であるが，波高が増大すると“直立護岸”と同等程度となることを明らかにした． 
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1. はじめに 

 

近年，気候変動に伴う海水面上昇や台風の強大化など

により沿岸施設に及ぼす外力の増大が懸念されている．

この対応策として漁港では既存施設を対象に，将来気候

を踏まえた設計外力の設定と施設の改良が行えるように

なった．漁港施設のうち防波堤については，波力・浮力

の増大に対する重力式防波堤の対策工として現状では

“堤体拡幅”や“天端嵩上げ”が主に採用されているが，

対策のバリエーションは限定されている．また，漁港利

用の観点から防波堤本体工の拡幅が難しい場合や端趾圧

などの地盤支持力に余裕がない設計条件下では，対策工

による重量増大が制約されることもある．気候変動対策

のみならず施設の強靭化や長寿命化のためには，本体工

の改良を伴わない新たな対策工の開発が必要である． 

そこで本研究では新たな対策工として“潜堤付き防波

堤”（図-1）に着目した．潜堤付き防波堤は本体工前面

の離れた場所に潜堤を設置し，潜堤上で生じる砕波や潜

堤内部の流体運動によって来襲波のエネルギー逸散を図

る構造である．潜堤は本体工と離岸設置されることから

地盤に対する上載荷重は広く分散され，支持力に余裕が

ない既存防波堤の改良に有用な対策工法と考えられる． 

漁港における潜堤付き防波堤の利用は，波浪作用時に

潜堤がもたらす遊水部の水位上昇を利用して港外の清浄

海水を港内に導水する“潜堤付き孔空き防波堤”が開発

されたことを背景とする1)．本防波堤は約30年前から全

国の漁港でモデル事業として整備が進められ，導水機能

を持たず潜堤による海藻造成機能の付加を目的としたも

のも整備された2)．しかし当時は導水機能に焦点を当て

た実験的研究と効果検証が行われており，防波施設とし

て計画・設計時に必要な波浪制御機能に関する知見は十

分に得られていない．漁港では防波堤港内側を係船岸と

して利用できるよう防波護岸として整備されることも多

く，越波特性に関する解明も重要と考える． 

本研究では潜堤付き防波堤を対象に反射率・伝達率，

潜堤周辺の平均水位，本体工の越波流量の特徴を明らか

にすることを目的に水理模型実験および数値計算により

検討を行った． 
 

図-1 潜堤付き防波堤の模式図 
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2. 検討方法 

 

(1) 水理模型実験 

水理模型実験には水産技術研究所に備わる幅1.0m，長

さ100m，深さ2.0mの不規則波造波装置のある断面2次元

水路を用いた．潜堤付き防波堤の模型は1/30の一様勾配

上に設置した．潜堤の中詰材は樹脂材で固定した砂利

（6号砕石，空隙率40%（実測値））で，捨石表面には

60×60×22mmの突起や孔のない直方体のコンクリート製

被覆ブロックをクリアランス5%で設置した．なお，本

研究では被覆ブロックの安定性には着目しないためブロ

ックは4 mm格子の樹脂製網に接着したうえで捨石上に

設置した．防波堤は基礎捨石マウンド部分も含めて全て

不透過なベニヤ板で製作した．これら模型の設置状況の

例としてcase-1, 2の実験模型断面図を図-2に示す． 

水位変動の測定には容量式波高計（ケネック社）を用

いてAD変換によりデータを収集し，波高や平均水位，

反射率・伝達率を算定した．越波流量は防波堤本体工背

後に集水桝を設けて桝内部に貯留した水量から算定した．

本論文において使用する各記号の定義を図-1に示す． 

 

(2) 実験（計算）条件 

実験条件を表-1に示す．本研究では不規則波（修正B-

Mスペクトル）として周期Tを4 種類，周期ごとに換算

沖波波高H0’を4 種類程度を作用させた．構造としては潜

堤の天端上水深hcを2 種類（hc/h=0, 0.5，h: マウンド厚を

含む防波堤前面水深）と潜堤天端幅Bs を2 種類を組み合

わせた．岸側の潜堤法先位置を固定したため，潜堤天端

幅を変更すると潜堤沖側法肩と直立堤前面の距離で定義

する“離岸距離 l’ ”が付随して変化する．静水面から直

立堤天端までの天端高Rはすべて5cmに固定した．延べ

実験ケース数は周期4種類×波高4ランク程度×構造条件4

種類の合計48 ケースと程度なる．なお，特に断りのな

い限り波高と周期は有義波成分（H1/3 , T1/3）を表す． 

 

(3) 数値計算 

水理模型実験とほぼ同じ条件となるように設定して

CADMAS-SURF(Ver. 5.1)3,4)による数値計算を行った．計

算領域および計算条件を図-3，表-2に示す．越波流量は

直立壁背後の集水桝の貯水量から算定した．潜堤形状は

case-1, 2を対象とし，潜堤がなく直立壁のみについても

 

図-2 実験模型断面 

表-1 実験条件 

 
 

 
図-3 計算領域 

 

表-2 計算条件 
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(unit; mm)

Slope of 1/30

Damping Region
Wave Source S.W.L.

計算法 VOF法 (CADMAS-SURF Ver.5.1)

水路 長さ(x -) 54.1m,  高さ(z -) 2.5m

格子

    x方向(3,285格子): Δx =4.0cm(x =0.0~15.0m),
       Δx= 2.0cm(x =15.0~35.0m), Δx =1.0cm(x =35.0~54.1m)

    z 方向(250格子): Δz =1.0cm

構造物
潜堤(case-1, 2,  無堤),   直立壁(前壁x =50.0m, 1格子)

不透過マウンド,   1/30勾配斜面,   集水桝

作用波

   不規則波(修正Bretschneider･光易型スペクトル)

       造波位置: x =17.0m(造波ソース)

       造波水深: h 0=0.968m(hc /h =0),  1.130m(hc /h =0.5)

       造波目標: 有義波高H 1/3=5.6, 11.1, 16.7cm

                         有義周期T 1/3=1.67, 2.67s

   等エネルギー分割1,000成分波より構成(波群2種)

移流項 風上差分と中心差分の組合せ: 0.2

時間制御 自動,  時間刻み幅の安全率: 0.5

境界条件

エネルギー減衰帯: 16.0m(左端)
Sommerfeldの放射条件(左端)

VOF関数F : フリー,   流速･圧力: スリップ

総水量の自動補正: 3T 1/3ごと

物性値

潜堤: 慣性力係数C M =1.2,   抵抗係数C D=1.0,

空隙率 5, 40, 50%

気泡上昇速度: 0.2m/s,   水滴落下速度: 自由落下

重力加速度: 9.8m/s2,   水の密度: 1.0×103kg/m3

分子動粘性係数: 1.0×10-6m2/s,   渦動粘性: 非考慮

解析時間 造波開始後: 50.0~500.0s,  時間間隔: 50Hz

個別波 zero-up-cross法,  水位は直線変化で補正

反射率
 水平床上x =24.5, 25.5m,  1/30勾配斜面上x =38.5, 39.4m

 の各水位変動に入反射波分離推定法を適用
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計算対象とした．ここでは実験模型と消波ブロックを参

考に潜堤の空隙率を5, 40, 50%に設定して波浪制御に及ぼ

す影響を検討した．  

 

 

3. 水理模型実験の結果と考察 

 

(1) 平均水位 

a) 平均水位の空間分布 

図-4(a), (b)にhc /h =0, 0.5の場合の防波堤前面から潜堤沖

側法先までの範囲の平均水位の実験結果を示す．図の縦

軸は各計測地点xでの平均水位ηxを防波堤前面における

平均水位上昇量η4で除した無次元量とした．横軸は防波

堤前面からの距離xを防波堤前面から潜堤沖側法先まで

の距離l’’で除している．ここでηx, η4は各波条件の結果の

平均値を用いた． 

防波堤前面において砕波に起因するウェーブセットア

ップ量が大きいことがわかる．hc/h=0の場合の水位上昇

量は防波堤前面が最も高く，沖側に向けて一様に減少す

る傾向となった．一方，hc/h=0.5の場合は防波堤前面付

近を除いて有意な水位上昇はなく，マイナスの水位も見

られる．ウェーブセットダウン量はl’’/2付近で最も大き

いことが判明した． 

b) 水位上昇量の推定手法 

図-4には実験結果に基づく近似線を併せて示しており，

それらの近似式は(a)hc/h=0.0の場合が式(1)，(b)hc/h=0.5の

場合が式(2)となる．式(1) (2)より，防波堤前面での水位

上昇量η4が与えられれば式から任意地点の平均水位を推

定することができる．防波堤前面の水位上昇量について

は中村5)による離岸潜堤前後の波のラディエーションス

トレスの変化から水位上昇量を算定する手法が適用でき

る． 

𝜂௫

𝜂ସ

= cos ቀ2𝜋𝑛 ∙
𝑥

𝑙ᇱᇱ
ቁ

଴.଺ଷ଼

  

𝑓𝑜𝑟  𝑛 = 1 4⁄        (1)  
𝜂௫

𝜂ସ

= ቀ1 −
𝑥

𝑙ᇱᇱ
ቁ ቀcos ቀ2𝜋𝑛 ∙

𝑥

𝑙ᇱᇱ
ቁ − 1.54

𝑥

𝑙ᇱᇱ
ቁ 

 𝑓𝑜𝑟 𝑛 = 1.0          (2) 

図-5は中村の方法で推定した潜堤通過後の水位上昇量

ηcalと本実験で測定した防波堤前面の水位上昇量η4を示し

たものである．ここではηcalの算定にあたって必要とな

る背後に直立堤がない場合の潜堤通過後の波高は中山6)

による実験式を用いた．また，潜堤沖側法先における入

射波高Ht0,iは換算沖波波高H0’から合田7)の波高変化図に

より算定した． 

水位上昇量η4と入射波高Ht0,iは線形関係が見られ，静

水面と潜堤天端が一致する時には実験値で入射波高の約

3割に相当する大きな水位上昇量が生じることがわかる． 

ηcalとη4を比較すると潜堤付き防波堤のほうが反射波があ

る分だけ水位上昇量は増加している．両者は切片が近い

一次関数で近似されるため，式(3) (4)に示すようにhc/hを

変数としてαを加算することでηcalからη4を推定できる． 

ただし，式(4)は実験値に基づく補正のため本実験条件

の範囲外での適用には留意する必要がある． 

𝜂ସ 𝐻௧଴,௜⁄ = 𝜂௖௔௟ 𝐻௧଴,௜⁄ + 𝛼                           (3) 

𝛼 = −6.0 × 10ିଷ × ℎ௖ ℎ⁄ + 6.0 × 10ିଶ           (4) 

 

(2) 伝達率 

 図-6(a), (b)はl’=76.4cmのhc/h =0, 0.5の伝達率Ctを防波堤

天端高Rと無堤時の防波堤前面位置での進行波としての

波高Hiの比で示したものである．潜堤天端幅Bsを拡張し

てl’を増大した場合については伝達率に対する影響は軽

微であったためここでは省略する．伝達波は防波堤の天

端を越える水塊の打ち込みによって2次波が生じて波形

 
図-4 平均水位の実験値 

 

図-5 潜堤通過後の水位上昇量の推定値と実験値 

土木学会論文集，Vol.80，No.17，24-17184，2024.

3



 

 

が大きく乱れる．このため，伝達率Ctは伝達波計測位置

の水位変動の2乗平均平方根値を無堤時の防波堤前面位

置での進行波Hiに対応する2乗平均平方根値で除して定

義した．図中では、合田ら8)による“直立堤の伝達率”

や近藤ら9)による“消波ブロック被覆堤の伝達率”を併

せて示している． 

潜堤付き防波堤の実験値はこれら類似構造の伝達率の

特徴と同様にR/Hiの増大に伴ってCtは減少傾向となる．

実験値は直立堤の伝達率の上限と下限のあいだに入って

いる．また，消波ブロック被覆堤の伝達率と概ね似た値

となることが見てとれる．漁港の防波堤で一般的に設定

される天端高R/Hi=1.0の時，潜堤付き防波堤の伝達率は1

割未満となることがわかった． 

 

(3) 反射率 

 図-7(a), (b)にはl’=76.4cmのhc/h =0, 0.5の反射率Crの実験

値を示す．l’の違いによる影響は軽微であったためここ

では省略する．反射率は沖の波高測定位置での水位変動

から合田ら10)の入反射分離推定法により推定した．反射

率は相対水深h/Hiで整理した． 

 反射率Crはh/Hiが増すにつれて増大する傾向が見られ

る．これは入射波高Hiが増大するにつれて反射率が低下

することを意味しており，潜堤付き防波堤が消波施設と

して有効な対策工法であることが明らかとなった．潜堤

天端上水深が小さいhc/h=0の場合には波周期の影響が見

られ，短周期条件で反射率が低下する傾向が認められる．

また，反射率は概ね5割以下の消波性能であることがわ

かる． 

 

(4) 越波流量 

a) 無次元越波流量 

 図-8(a), (b)はl’=76.4cmのhc/h=0, 0.5の越波流量の実験値

を示す．l’の違いによる影響はほとんど見られなかった

図-6 伝達率Ct 

 

図-8 越波流量の実験値 

 

図-7 反射率Cr 
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ため省略する．図の縦軸は越波桝で測定した越波流量か

ら換算した無次元越波流量𝑄∗ = 𝑞 ඥ2𝑔𝐻଴′ଷ⁄ とし，横軸

は相対天端高R/Hiとした（𝑞: 平均越波流量, 𝑔 : 重力加速

度）．図より越波流量は相対天端高が小さくなるにつれ

て増大する．図中では実験値に対応した近似線を記載し

ているが，離岸距離と波長の比l’/Lによる無次元越波流

量には大きな違いは見られない． 漁港の防波堤で一般

的に設定される天端高R/Hi=1.0の時，潜堤付き防波堤の

無次元越波流量は1.0×10-3程度となることがわかった． 

b) 類似構造との比較 

 図-9(a), (b)はhc/h=0の時の無次元越波流量の実験値

Q*expと合田ら11)による消波工付き護岸および直立護岸

の無次元越波流量Q*calの比較を示している．図より実

験結果にばらつきはあるものの，類似構造形式と概ね同

程度の越波流量となることがわかる．潜堤付き防波堤は

遊水部および潜堤で比較的大きな水位上昇量が生じるも

のの，越波流量の増大といったデメリットがないことも

確認できた． 

 ただし，潜堤付き防波堤の越波流量は，波高が小さく

越波流量が少ない範囲では直立護岸よりも少なく消波工

付き護岸と同程度であることがわかる．一方で波高が大

きく越波流量が多い範囲では直立護岸と同程度であり消

波工付き護岸よりも増加する傾向が見られる．  

4. 数値計算による再現性 

 

図-10にはl’/L=0.23（T=2.67s），hc/h=0の遊水部中央の

平均水位上昇量η3の実験値と計算値を示す．平均水位上

昇量の再現性のほか，潜堤の空隙率φの設定の違いによ

る計算結果の違いにも着目した．水理模型実験において

は2(1)で上述したとおり，潜堤の中詰材には空隙率40%

の砕石を，潜堤表面にはクリアランス5%で敷設したコ

ンクリート製の被覆ブロックを用いている．図-10の結

果をみると空隙率φを5％と設定した数値計算結果が最も

実験結果と近くなった．これは本実験条件で用いた潜堤

では水位上昇量を含む波変形に及ぼす潜堤中詰材の空隙

率の影響は小さく，表面の被覆材のクリアランスの影響

が支配的であることを示唆する．なお，数値計算では

 

図-10 数値計算結果と実験値の比較（平均水位上昇量） 

 

図-11 数値計算結果と実験値の比較（反射率） 

 

図-12 数値計算結果と実験値の比較（越波流量） 

 

図-9 越波流量 類似構造形式との比較 
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T=1.67sも併せて行っているが同様の結果であった．また，

hc/h=0の条件をhc/h=0.5とした場合も同様の結果である．  

図-11, 12は反射率Crと無次元越波流量Q*の実験値と計

算値を示したものである．実験値はhc/h=0.5，l’/L=0.17～

0.42（T=2.67～1.20s）を，計算値は潜堤の空隙率φ=5%，

T=1.67s，2.67sの結果を示している．図より反射率につい

ては幅広いh/H0’の範囲で数値計算は実験結果をよく再現

していることがわかる．越波流量についてはT=1.67sの計

算値はT=1.33sの実験値と幅広いh/H0’の範囲で一致度は高

いが，h/H0’が大きく無次元越波流量が小さい範囲では乖

離が見られる．越波流量が少ない範囲ではほとんど越波

がない（0～数十リットル程度）状態であるため測定・

計算でバラツキが生じやすく，この影響をうけて両者に

乖離があるものと考えられる．また，計算格子間隔や差

分スキーム等の計算設定の影響もあると考えられる．一

方，越波量が大きい範囲では両者の結果はよく一致して

いることから，数値計算は越波流量をよく再現している

といえる． 

図-10～12より，CADMAS-SURFによる数値計算結果

は実験結果をよく再現することがわかった．構造条件・

波条件の違いに対する系統的なパラメータスタディや任

意地点の流速値を参照するなどによる消波メカニズムの

解明に活用できることが示唆された． 

 数値計算を活用した構造条件の変化に対するパラメー

タスタディの例として，潜堤の有無に対する直立壁の越

波流量比を図-13に示す．潜堤がない場合の越波流量は

図-9で示したとおり合田らの既往の知見があるが，同知

見では“推定越波流量には越波流量の範囲に応じて最大

で0.1～10倍程度の差が含まれる”と注釈されている．

そこで潜堤の有無に対する計算結果から潜堤の効果がよ

り明確に理解できると考えた．図-13の結果からは防波

堤前面に潜堤を設置した場合に有意に越波流量が低減す

るが，一部条件（T=1.67s，hc/h=0.5，R/H0’=0.9付近）では

潜堤がない場合よりも越波流量が増大する傾向となる．

この一部条件では潜堤上での浅水変形の影響が大きく，

波の非線形性が顕著になることによるとも推察される．

ただし，この範囲は越波流量そのものが非常に少ないこ

とに留意を要する． 

図-14には図-11で示した反射率に基づくエネルギー逸

散率（𝜀 = 1 − 𝐶௥
ଶ）を示す．図より潜堤付き防波堤は

相対水深h/H0’が小さくなるにつれて大きなエネルギー逸

散性能を有することがわかる．従来の消波構造物である

異形消波ブロックなどと同等の性能を有することが確認

できた． 

 

 

5. まとめ 

 

以下に本研究の主要な結論を示す． 

 潜堤付き防波堤の波浪制御機能を検証するために

水理模型実験を実施した．その結果，潜堤付き防

波堤は従来の消波構造物である異形消波ブロック

などと同等の消波性能を有することが確認できた． 

 潜堤付き防波堤の波浪制御機能のうち，水位上昇

量・伝達率・反射率・越波流量について，任意の

構造・波条件から性能値を推定するための手法を

提示した． 

 CADMAS-SURFにより水理模型実験の再現計算を

行い，その有用性を確認した．このとき，中詰め

材（砂利）と被覆ブロックで構成される潜堤につ

いては数値計算上では被覆ブロックのクリアラン

スと同等のφ=5%の空隙率で設定すると実験結果と

一致する． 
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STUDY ON HYDRAULIC PHENOMENON OF BREAKWATER WITH SUB-
MERGED MOUND 

 
Kuniai OI, Yoshihiro OHMURA and Manabu KOBAYASHI 

 
Breakwater with submerged mound was developed to secure a place for seaweed to glow,  but it would 

be effective as a method of improving existing facilities in response to climate change. In this study, we 
aimed to clarify the effect of this structure on reducing wave energy(Reflectance, Transmittance, Overtop-
ping flow rate, Water level rise). Verification was performed using hydraulic model experiments and nu-
merical simulations. As a result, we summarized the knowledge to estimate the effect of wave control from 
structural and wave conditions.   
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